
平成27年国勢調査（簡易調査）で追加・廃止を検討する調査事項（案） 

 
 
 
●「現在の住居における居住期間」及び「５年前の住居の所在地」 ⇒２項目の追加 

理由：平成23年度統計法施行状況に関する審議結果（平成24年９月25日統計委員会決定）にお

いて，「東日本大震災が与えた影響を把握するための調査項目の追加等の可能性」との指摘

への対応。 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災の前後の時点（平成22年10月１日と平成27年

10月１日）における人口移動の状況について把握することにより，より正確な地域別将来

人口の推計を行うことが可能となることから，平成27年国勢調査（簡易調査）の調査事項

として追加する必要がある。 

     

 

 

●「住宅の床面積」 ⇒１項目の廃止 

理由：平成27年国勢調査において，東日本大震災の状況を把握するため簡易調査の調査項目で

は無い「現在の住居における居住期間」及び「５年前の住居の所在地」を新たに調査事項

として追加することから，記入者の負担軽減を図る必要がある。 

また，「住宅の床面積の合計」は，各調査事項の中で最も記入状況が悪く，特に賃貸住宅

に住んでいる世帯からは「床面積が分からない」との意見が多いほか，調査員からは「世

帯からの忌避感が強い」，市区町村職員からは「審査事務の負担が大きい」との意見が出て

いる。 

さらに，平成27年国勢調査では，オンライン調査の全国展開を初めて導入し，オンライ

ン調査を推進しており，オンライン調査システムに与える負荷等の観点からも，回答の時

間がかかったり，回答を途中で断念してしまうような調査事項については，回避すべきで

あることから，簡易調査年である平成27年調査では，円滑な調査の実施を優先し，「住宅の

床面積の合計」については廃止する方向で検討する。 

 

●「住宅の建て方」 ⇒調査員での記入 

理由：記入者負担の軽減を図る観点から調査員により，外観的に「住宅の建て方」を把握する

ことが可能なことから，調査員による調査方法に変更する。 

なお，住宅・土地統計調査においては，従前より調査員記入欄となっており，特段の支

障は生じていないところである。 

○ 追加を検討する項目 

○ 廃止等を検討する項目 

資料４－１ 



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

１　世帯員の数
【変更点】
　①　注釈を
　　「ふだん住んでいる人」に変更
　②　位置変更　⇒　質問の先頭へ

【変更理由】
　①　調査対象となる人が
　　「ふだん住んでいる人」であることを強調
　②　世帯員ごとの記入欄に連続性を持たせるため

２　住居の種類
【変更点】
　①　位置変更　⇒　調査事項の先頭へ

【変更理由】
　①　世帯員ごとの記入欄に連続性を持たせるため

３　氏名、男女の別
○変更なし

平成27年国勢調査調査事項の変更点（案） 資料４－１ 別添 



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

４　世帯主との続き柄
○変更なし

５　出生の年月
【変更点】
　①　レイアウト変更

【変更理由】
　①　年月日が記入される場合があるため、年と月
　　の段を分ける

６　配偶の関係
○変更なし



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

７　国籍
○変更なし

８　現在の住居における居住期間
●大規模調査年の調査事項

【変更点】
　①　簡易調査年であるが調査
　②　「出生時から以外」の脚注を追加
　③　移動先の調査事項へのガイドを追加

【変更理由】
　①　東日本大震災対応
　②　マルチマークの防止
　③　次の調査事項（５年前の住居の所在地）への
　　過剰記入防止

９　５年前の住居の所在地
●大規模調査年の調査事項

【変更点】
　①　簡易調査年であるが調査
　②　「現在の場所に５年以上引き続き住んでいる
　　人・・・」の注釈削除
【変更理由】
　①　東日本大震災対応
　②　前の調査事項（現在の場所に住んでいる期間）
　　に移動先の調査事項のガイドを付けることに
　　よって注釈を整理



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

10　就業状態
【変更点】
　①　レイアウト変更
　②　「幼稚園又は保育所（保育園）に通ってい
　　る・・・」の注釈追加

【変更理由】
　①　旧レイアウトにおける上段と下段のマルチ
　　マーク防止
　②　記入に迷う例示を追加

11　従業地又は通学地
○変更なし

12　従業上の地位
【変更点】
　①　レイアウト変更

【変更理由】
　①　スペースに余裕を持たせるため



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

13　所属の事業所の名称及び事業の内容
【変更点】
　①　記入欄のレイアウト変更

変更理由】
　①　OCRの読取精度改善のため

14　本人の仕事の内容
【変更点】
　①　記入欄のレイアウト変更

変更理由】
　①　OCRの読取精度改善のため

住宅の建て方
【変更点】
　①　世帯記入欄から調査員記入欄へ

【変更理由】
　①　住宅・土地調査でも調査員記入欄としており、
　　記入状況を改善するため



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

世帯の種類
○変更なし

住宅の床面積の合計
【変更点】
　①　削除

【変更理由】
　①　東日本大震災対応による調査事項（※）追加
　　に伴う記入者負担の軽減のため
　　　　※「現在の場所に住んでいる期間」と
　　　　　 「５年前にはどこに住んでいましたか」
　②　初めて全国展開を実施する予定のインターネット
　　調査において、インターネット回答の途中放棄を軽
　　減するため
　　　（住宅の床面積の合計は記入状況が最も悪い）

教育
●大規模調査年の調査事項



平成17年国勢調査 平成22年国勢調査 平成27年国勢調査第３次試験調査（案）

従業地又は通学地までの利用交通手段
●大規模調査年の調査事項

就業時間
×平成22年から削除



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査（案）

１　５年前の住居の所在地
ｏ

ｏ

これまでの国勢調査では、大都市に居住する者につ
いては、大都市の区間移動を把握するため、「一般
地域用調査票」とは別に、「大都市用調査票」を用
意していたが、平成22年国勢調査においては、調査
の効率的な実施の観点から、選択肢を共通化し、調
査票の統合を図る。
５歳未満の者の人口移動の把握のみならず、出生を
機会に発生する人口移動を把握するという政策・研
究等の利用ニーズを踏まえ、５歳未満の者の記入の
仕方を変更する。

２　教育
ｏ専修学校・各種学校は、入学資格や修業年限により

学校区分が異なるため、これらの学校の在学者・卒
業者の正確な記入を確保するため、「調査票の記入
のしかた」を参照する旨の記述を追加する。

国勢調査調査票の新旧対照表

備　　　考

（注）本調査は大規模調査と簡易調査で調査事項が異なることから、調査票に係る新旧対照表は大規模調査間（平成12年調査と平成22年調査）で作成して
    おり、申請事項記載書の新旧対照表における比較（平成17年調査と平成22年調査）とは異なっている。

○「大都市用調査票」の選択肢 
 ⇒「現在と同じ場所」、「同じ区内の他の場所」、 
  「他の区・市町村」、「外国」 
 

○「一般地域用調査票」の選択肢 
 ⇒「現在と同じ場所」、「同じ市町村内の他の場所」、 

  「他の市区町村」、「外国」 



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査（案） 備　　　考

３　１週間に仕事をした時間
ｏ

ｏ

ｏ

ｏ

「就業時間」は、「勤めか自営かの別」の「常
雇」･「臨時雇」と合せて、雇用者の正規・非正規
の就業形態を把握するために、平成12年国勢調査に
おいて調査事項として追加した。
しかしながら、雇用者の正規・非正規のとらえ方に
ついては、他の統計調査における経験から、「正規
の職員・従業員」、「労働者派遣事業所の派遣社
員」、「パート・アルバイト」などの区分が分析の
上で有用であることが明らかになってきた。
このことから、雇用者の正規・非正規の就業形態に
ついては、「常雇」・「臨時雇」に代え、「雇用形
態」とすることにより把握することとし、「常
雇」・「臨時雇」と組み合わせて利用されていた
「就業時間」を廃止する。
なお、「就業時間」については、個人・世帯を対象
とする労働力調査や就業構造基本調査、事業所・企
業を対象とする毎月勤労統計調査や賃金構造基本統
計調査において把握されており、統計情報の代替性
が確保されている。

４　従業地又は通学地
ｏこれまでの国勢調査では、大都市に居住する者につ

いては、大都市の区間移動を把握するため、「一般
地域用調査票」とは別に「大都市用調査票」を用意
していたが、平成22年国勢調査においては、調査の
効率的な実施の観点から、選択肢を共通化し、調査
票の統合を図る。

○「大都市用調査票」の選択肢 
 ⇒「自宅」、「同じ区」、「他の区・市町村」 
 

○「一般地域用調査票」の選択肢 
 ⇒「自宅」、「同じ市町村」、「他の市区町村」 



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査（案） 備　　　考

５　勤めか自営かの別
ｏ派遣労働者など正規・非正規の雇用者の状況を的確

に把握するため、「勤めか自営かの別」の「雇用
者」の選択肢を変更する。

６　勤め先・業主などの名称及び事業の内容
ｏ労働者派遣事業所の派遣社員の派遣先産業を把握す

るため、記入方法の説明を変更する。

７　家計の収入の種類
ｏ

ｏ

ｏ

ｏ

「家計の収入の種類」は、昭和35年国勢調査におい
て、世帯の収入源の多様化に伴う集計の充実を図る
ために追加されたものである。しかし、現在では、
家計調査、全国消費実態調査、就業構造基本調査な
ど、世帯の収入や個人の仕事からの収入などを把握
する統計が整備されている。これらの統計によれ
ば、高齢者の生活実態の分析など、収入に関連する
様々な目的の分析が可能である。
また、各府省及び都道府県・市町村における当該調
査事項の利用状況は、他の調査事項と比べて低く
なっている。
さらに、この調査事項については、「記入したくな
い」と考える世帯の割合が極めて高くなっており、
世帯の忌避感が他の回答に対して影響を及ぼすおそ
れもある
このようなことから、全数調査である国勢調査にお
いて当該調査事項を把握する必要性は薄くなってい
るものと考えられることから廃止する。

勤めか 自営かの別

とは 日々又は１年以内
の期間を定めて雇われている
場合をいいます

・

・ 家 族
従業者

家庭内の
賃 仕 事

雇人

あり

雇人

なし

自営業主

会社などの
役 員常雇 臨時雇

雇われている人

臨時雇

自営業主とは 個人で事業を
経営している人(農家などを含む)
や自由業の人をいいます



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査（案） 備　　　考

８　住宅の床面積の合計
ｏ

ｏ

ｏ

「住宅の床面積の合計」は、調査票の書き方で分か
りにくいと回答する世帯の割合が高い調査事項の一
つである。この理由としては、世帯が住宅の床面積
の合計を正確に把握していないことによるものと考
えられる。
実数記入方式及び選択肢記入方式について記入状況
を検証したところ、「床面積がわからない」とする
割合が実数記入方式のほうが高かったことなどか
ら、選択肢記入方式に変更する。
なお、選択肢は、利用ニーズに考慮した詳細な区分
とする。



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査（案） 備　　　考



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査第３次試験調査

１　５年前の住居の所在地
ｏ

ｏ

これまでの国勢調査では、大都市に居住する者につ
いては、大都市の区間移動を把握するため、「大都
市用調査票」と「一般地域用調査票」の２種類を用
意していたが、平成22年国勢調査においては、調査
票の統合（経費の合理化）を図る観点から、選択肢
を統合する計画である。第２次試験調査では、選択
肢の統合による記入不備の検証を行ったところ、特
に問題はなかったが、全国を対象とする第３次試験
調査において、最終的な検証を行う。
５歳未満の者の人口移動の把握のみならず、出生を
機会に発生する人口移動を把握するという政策・研
究等の利用ニーズを踏まえ、５歳未満の者の記入の
仕方を変更する。

２　教育
ｏ各種学校・専修学校は、入学資格により学校区分が

異なるため、これらの学校の通学者・卒業者の正確
な記入を確保するため、「調査票の記入のしかた」
を参照する旨の記述を追加する。

３　１週間に仕事をした時間

平成22年国勢調査第３次試験調査の調査票について

備　　　考



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査第３次試験調査 備　　　考

ｏ

ｏ

ｏ

「就業時間」は、「勤めか自営かの別」の「常
雇」・「臨時雇」と合せて、雇用者の正規・非正規
の就業形態を把握するために、平成12年国勢調査に
おいて調査項目として追加した。
しかしながら、雇用者の正規・非正規については、
規制緩和の推進などの制度の見直しに伴い、「常
雇」・「臨時雇」の区分が過度期的な状況となって
いる一方、「勤め先での呼称」による区分が統計と
して定着しつつある。
このことから、雇用者の正規・非正規の就業形態に
ついては、「常雇」・「臨時雇」に代え、「勤め先
での呼称」とすることにより把握することとし、
「常雇」・「臨時雇」と組み合わせて利用されてい
た「就業時間」を廃止する。



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査第３次試験調査 備　　　考

４　従業地又は通学地
ｏこれまでの国勢調査では、大都市に居住する者につ

いては、大都市の区間移動を把握するため、「大都
市用調査票」と「一般地域用調査票」の２種類を用
意していたが、平成22年国勢調査においては、調査
票の統合（経費の合理化）を図る観点から、選択肢
を統合する計画である。第２次試験調査では、選択
肢の統合による記入不備の検証を行ったところ、特
に問題はなかったが、全国を対象とする第３次試験
調査において、最終的な検証を行う。

５　勤めか自営かの別
ｏ派遣労働者など正規・非正規の雇用者の状況を的確

に把握するため、「勤めか自営かの別」の「雇用
者」の選択肢を変更する。

６　勤め先・業主などの名称及び事業の内容
ｏ労働者派遣事業所の派遣社員の派遣先産業を把握す

るため、記入方法の説明を変更する。

勤めか 自営かの別

とは 日々又は１年以内
の期間を定めて雇われている
場合をいいます

・

・ 家 族
従業者

家庭内の
賃 仕 事

雇人

あり

雇人

なし

自営業主

会社などの
役 員常雇 臨時雇

雇われている人

臨時雇

自営業主とは 個人で事業を
経営している人(農家などを含む)
や自由業の人をいいます



平成12年国勢調査 平成22年国勢調査第３次試験調査 備　　　考

７　家計の収入の種類
ｏ

ｏ

ｏ

ｏ

当該調査項目は、昭和35年国勢調査において、収入
源の多様化に伴う世帯集計の充実を図るために追加
されたものであるが、その後の産業構造や就業形態
の変化により、最近では、「賃金・給料」の割合が
６割を超える一方、その他の事業収入の割合は１割
に満たない状況となっている。また、人口の高齢化
に伴い、「恩給・年金」の割合が高くなっている
が、当該調査項目だけでは、高齢者の生活の困窮度
などの状況について、十分な分析を行うことは難し
い。
一方、収入や消費などの家計の実態を把握する家計
調査や全国消費実態調査、家計の収入の種類及び世
帯収入額の双方を把握している就業構造基本調査な
どの結果を用いれば、高齢者の生活などの状況を十
分に分析することが可能である。
また、各府省及び都道府県・市町村における当該調
査項目の利用状況は、他の調査項目と比べて低く
なっている。
このようなことから、全数調査である国勢調査にお
いて当該調査項目を把握する必要性は薄くなってい
るものと考えられることから廃止する。

８　住宅の床面積の合計
ｏ

ｏ

ｏ

「住宅の床面積の合計」は、調査票の書き方で分か
りにくいと回答する世帯の割合が高い調査項目の一
つである。この理由としては、世帯が住宅の床面積
の合計を正確に把握していないことによることが考
えられる。
第１次試験調査では、従来の数字記入方式のほか、
新たに選択肢記入方式で実施し、それぞれについて
検証したところ、記入状況に差異はなかったもの
の、「床面積がわからない」とする割合は、従来の
数字記入方式の方が高かったことから、第３次試験
調査では、第２次試験調査と同様、選択肢記入方式
に変更する。
なお、選択肢は、結果表章上、最も詳細な区分とす
る。
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